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はじめに
各地域の聯隊区司令部と府県などの行政庁所在地を一致させ、東部・中
部・西部などの軍管区を設置する軍管区制を日本陸軍が採ったのは、一九
四〇（昭和十五）年のことであった。これにより、いわゆる一府県一聯隊
区制となって、陸軍部隊は平時編制から本土決戦体制に大きく一歩を踏み
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出すこととなった。
本土防衛の要のひとつは、防空体制の整備、充実であった。当初、一九
三七年の防空法の成立に象徴されるように、それは軍以外の官民によるい
わゆる民防空に依存していたが、太平洋の戦線の後退にともない、電波警
戒機網の構想・整備や関東地方では第十飛行師団の新編などのことを経て、
軍による米軍の航空勢力への対応も徐々にはかられた。関東平野の西部・
調布に司令部を置く第十飛行師団は、天皇の居所である宮城や首都東京お
よび周辺各地の軍需工場等の防衛のために活動したが、一九四四年末頃に
は、亜成層圏から侵入する爆撃機B29に対し、酸素ボンベや機関砲を取り
外して上昇性能を強化した機体によって体当たりする、いわゆる特攻をお
こなうところまで追い込まれた。
一九四五年に入ると、「帝国陸海軍作戦計画大綱」が策定され、天皇に
直属する内地防衛軍が新設される。作戦の主体となる各方面軍が置かれ方
面軍司令官は既設の軍管区の司令官を兼務した。本稿が考察の対象とする
富士北麓は山梨県の他地域および関東・北陸とともに第十二方面軍の担任
地域で、軍管区としては東京に司令部を置く東部軍管区に属した。四五年
前半には第一次から第三次の兵備が逐次実施され、野戦師団の動員や部隊
の補充がおこなわれ、米軍の本土上陸への備えがはかられた。新設された
ばかりの内地防衛軍は、第一総軍・第二総軍・航空総軍に改組され、陸上
部隊は日本列島を東西に分割して、また航空部隊は列島全体を統一的に指
揮・統括することとなりそれぞれ司令官が任命された。富士北麓は、山梨
県全体として東部軍管区のもとで第一総軍の指揮下に入った。大本営陸軍
部は、「決号作戦準備要綱」を発して、四月の時点で、戦備を九州と関東
に重点的に配備することを明確にしたが、さらなる戦局の進展ののち、ま
ず南部九州への米軍の侵攻を予期するようになっていった。
本土決戦のための軍事および軍政上の体制が、大略以上のごとき経過を
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たどって編制されまた改編をみるなかで、富士山特にその北麓地域は、地
理上はもとより行政上もあるいは歴史的にも関東地方に含まれないにもか
かわらず、首都東京を中心とする関東地方の本土決戦体制に極めて深く組
み込まれた点で、他の富士山周辺地域と明確に異なる特性を示している。
本稿は、そうした本土決戦体制における富士北麓の特性について、その直
接的な淵源を、中央の補給諸廠などによって一九四五年初めに実施された
「イ」号演習に求め、その実態を明らかにし、さらにこの演習と北麓地域
社会との相互関係について検討をおこなう()。
一 本土決戦体制の構築
いわゆる本土決戦体制は、特に軍事面においてどのように構想されまた
実際に構築されたか。その経過は、太平洋の島々における日本軍敗退の戦
訓をどう受け取るかに影響された。その作戦は、一九四三年十一月頃にお
いては、水際での米軍撃滅を想定して構築されていたが、翌年四月には戦
力の「後退配備」なる考え方が採られ、さらにサイパン島陥落などによる
絶対国防圏崩壊後の八月には、大本営陸軍部は「主陣地の前縁は海岸より
適宜後退するを可」とするとし、これに即して十月の「上陸防禦教令
（案）」は部隊配備の重点を海岸より適宜後退せる地域に設け云々、と示
していた()。四五年に入ると、参謀総長は本土防衛のための築城地帯の
編成に関し、上陸してくる米軍部隊などを拘束すべき海岸陣地として、水
際陣地・前方地帯・主抵抗地帯・偽陣地などの構築を指示した()。部隊
の作戦支援については、同年三月頃の軍内の認識では、兵站機関は分散と
独立を基本とし、各管区に移管してゆく方向性を示していた()。六月、
大本営は本土決戦のためのより立ち入った陣地構築を指示した。それによ
れば、山頂や密林といった地形の堅固性のみで陣地を構築して部隊の維持
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を図るのは「決戦指導上最も不可」であるとし、戦闘中攻囲されて孤立し
ても残存する拠点からは絶対に後退してはならず、水際陣地等においては
「最後の一兵迄」陣地を死守し、「皇土は寸土と雖も我兵の存在する限り
敵を侵入せしむべからず」と戒めていた()。七月、東日本を担任する第
一総軍は本土決戦の方針を水際での侵攻軍の撃滅とし、全軍「殉忠特攻、
至誠」に徹すべしと命じた(	)。
おおむね六月から八月にかけて、富士「リ」号演習と称して関東平野の
主戦場への部隊・物資の移動を円滑にするため、ほぼ八王子以東、同以南
の道路や架橋の整備がおこなわれた。相模湾沿岸や九十九里沿岸など関東
地方における本土決戦の主戦場に向けての補給路確保をめざしたものだっ
た。相模湾方面では架橋・幹線道路整備が、八月下旬の概成予定で工兵隊
等によってすすめられた(
)。また、調布・田無・鳩ヶ谷等での作業開始
を六月下旬とし、空襲警報下でも作業を続行すること、資材整備に約千名
の下士官・兵を使用しさらに各地域の住民をも動員して作業をおこなうこ
となどを計画した()。利根川・江戸川・荒川といった主要河川渡河のた
めの道路整備・架橋は、戦車師団などが担当しておこなった()。こうし
て整備された道路を使って関東地方における本土決戦に備えた軍需品が集
積されたが、その実態は、計画段階でも、弾薬は一会戦分、燃料・糧秣・
その他の資材も一ヶ月半分が想定されたに過ぎず、しかも、既述のように
九州への連合軍の来襲が関東地方へのそれに先行するものと判断されたか
ら、関東地方から九州への物資の転用がおこなわれて、関東地方での軍需
品などの集積量は増加することがなかった(10)。
二 航空機生産の実態
日本における航空機の生産体制、特に戦争という巨大な消耗に対応した
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量産体制は極めて不備で、その根本的原因については、次のような二点に
総括されている。すなわち、第一は、関連する基礎工業特に生産手段生産
部門の技術力・生産力の脆弱性。第二に、原材料および熟練労働力の不足、
である(11)。
以下においては、こうした致命的弱点ともいえる実態をかかえた日本の
戦時航空機量産体制とその疎開・破綻について、軍と民間とに分けて言及
しておきたい。
 軍の航空機生産の疎開
当初、既存軍事施設の防衛はもとより、迎撃態勢の構築を阻害する空か
らの攻撃に対しては、当然、日本側も航空機を以って対応することを企図
した。そのためには、航空機生産を確保することが必要とされ、その牽引
役を担った軍工廠の、米軍の空爆への防禦、疎開がおこなわれた。
陸軍機の試作・生産の中心施設として、一九四〇年に東京・立川に設置
された陸軍航空工廠は、東京東部多摩地区を「空都」(12)と呼ぶに値する
地域に発展させる契機ともなったが、マリアナ諸島からの米軍の爆撃にさ
らされるようになると、一九四四年ころには、他の航空機関連施設などと
ともに、段階的に富士北麓の現在は富士吉田市などにあたる地域に疎開し、
夏季期間のみ未教育補充兵の教育に使用されるなどしていた北富士演習場
の廠舎等(13)に、生産要員を移した。
四五年四月頃、山中湖北方の忍野村の寺院に宿泊して国民学校の教室で
発動機の分解修理をおこなったというある人物は、北富士廠舎から五・六
キロメートルほどの河口湖へ行く途中の山に横穴七本があり、中でロウソ
ク一本の灯りを頼りに機体の特攻機への改修作業をおこなったという(14)。
四四年九月頃、先遣隊として北富士に移駐した別の人物は、北富士演習場
内にその当時完成したばかりの小飛行場があり、米軍機が富士山上空に姿
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を現す前に林のなかに同飛行場の機体を隠すのが仕事であったほか、試験
飛行で山中湖上空を飛んだこともあった、と回想している(15)。こうした
動きは、当時の第一総軍作戦主任参謀不破博の言う、防衛分散工事として
四五年二月から三月にかけて始まった兵器や燃料等関係資材の対空分
散(16)に関連するものだったと言えよう。ほぼ同時期、陸軍航空本部など
は、航空機生産の疎開等に関して相次いで計画や指示を発している。二月
初めの航空本部と軍需省によって出された航空機の機体生産の分散疎開お
よび地下移転の計画は、その方針を生産の急速な地下工場化および分散秘
匿を図ることにあるとし、同三月初めの陸軍航空本部と航空兵器総局の秘
匿工場および地下工場の急速建設要綱は、具体的に、重要陸軍機月産千機
以上を確保するため、秘匿工場の完成、地下工場等の概成を十月末までに
おこなう、とした(17)。沖縄が米軍の手中におちる頃になると、立川地区
の航空機関係工廠は防空活動に忙殺されて、航空機生産は停滞し、残留し
た農耕隊が食料生産に従事するのが精一杯であった、という(18)。
 民間における航空機生産とその疎開
一九四一年から四五年従って先の戦争の末期、ある統計によれば、軍民
あわせた日本における航空機産業による航空機エンジンの総生産台数は約
十一万六五〇〇台で、そのうち海軍によるものは三・八パーセント、陸軍
は一・二パーセント、機体生産にいたっては総計六万九八八八機のうち海
軍が二・四パーセント、陸軍はわずか一・四パーセントを占めるに過ぎな
かった(19)。つまり日本の戦時航空機産業は、軍ではなく、部品生産の要
となった下請け工場を含め、いわゆる民間によって支えられていたのであ
る(20)。
中島飛行機や三菱重工業、川崎航空機、立川飛行機、日立航空機など民
間各社は、軍の要求に応え、生産・改修・補給に努めたが、当時、軍需省
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航空兵器総局第一局長だった原田貞憲および航空本部教育課長だった秋山
紋次郎によれば、航空機が工場で生産され作戦部隊に補給されるまで約二
ヶ月を要するのが実情で、生産に関する諸要素が定まらぬため、生産の長
期的計画は策定できなかった(21)、という。一九三〇年に生産を開始した
石川島飛行機製作所を前身とする立川飛行機を、一九四〇年代初めに模範
工場として視察した文章は、そうした生産の困難性を克服するため、次の
ように言う。すなわち、「生産組織が如何に合理化、機械化されやうとも、
また如何に緻密、精度化された多量生産の工程システムや機械方式が累積
されやうとも、それ等組織や機械に流れる技術、技能者の血が心底からの
殉国精神に燃え、火線を征く武人の意気をもって沸き立たねば、それらの
効率は一定の限界を飛躍し得ない」(22)、と。上述の軍における生産責任
者の立場にあった人物たちの回想と戦況に照らせば、そもそも存在しなか
ったのは「殉国精神」や「火線を征く武人の意気」ではなく、生産の合理
性や計画性だったことは明白であろう。
日本の航空機産業の実際は、一九三〇年代、後のように部品ごとに生産
して組み立てるのではなく、飛行機単体ごとの生産をおこなっていた。よ
うやく三〇年代末期から四〇年代、半流れ作業方式となり工程順に機体を
移動させる方式を採った。日米の製造効率を比較すると、労働者ひとりの
一日あたりの生産機体は、重量にして日本はアメリカの三分の一弱だった。
その理由として、生産台数などの目標が合理的に決定されていなかったこ
と、目標達成のための機械・設備が不十分であったこと、部品・原材料等
の供給がなかったこと等が指摘されている(23)。生産現場は、合理性など
とは正反対の場、名人かたぎの職人たちの世界だったのである(24)。
空襲下で生産を確保するため工場の疎開が検討されたが、膨大な部品生
産工場と実機の組立工場を確保するのは困難を極めた。空襲を避けること
ができ、安全が確保されればどこにでも移転するといったことが実態で、
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全国規模での組織的、統一的な軍の指示や政府の計画などによる疎開では
なく、工場関係者が開拓したり、軍で不要になった場所をあてがわれたり
したが(25)、その場所は地方のいわゆる不便な所であった(26)。
さて、富士北麓は、もともと軍需工業とは無縁の地域であった。アジア
太平洋戦争開始の一年後すなわち一九四二年末頃、軍は中央線大月と北麓
の中心地吉田を結ぶ富士山麓電気鉄道に対し、鉄道軌条の供出を要請した
ことがあったが、その理由は「沿線に軍需工場無し」と判断されたからだ
った(27)。しかし、鉄路は護られ、やがて富士北麓地域の沿線地帯は、立
川地区の航空機工場の疎開先のひとつとなった。現在の富士吉田市域にあ
たる当時の下吉田町には、一九四三年から翌年にかけて、他の軍需品生産
工場も含め数十の工場が設立され、既存の住宅が生産現場として工場化し、
また疎開者も増加したため、住宅は飽和状態になったが、一方で地域には
「一大軍需産業地帯タラシメントノ機運」が醸成された(28)。
こうした「機運」は、従来の地場産業の破壊に対応するものでもあった。
そもそも富士北麓の富士吉田地域は、山梨県における織物とくに絹織物
「甲斐絹」生産の中心地であった。しかし一九四三年には力織機の鉄材と
しての供出が始まり、翌年にかけて軍需産業への転換が進んだ(29)。地域
の伝統産業は生産手段を失い、否応無く軍需に傾斜していったのである。
この点に関しては、後述する。
三 近衛第三師団と「イ」号演習
富士北麓への航空機産業の疎開は、「イ」号演習と呼称された山梨県域
での施設の建設や移転作業の一環として、近衛第三師団などによっておこ
なわれた。以下では、この師団の編制経過、演習の目的や内容などについ
て明らかにしておこう。
8 法学論集 79 〔山梨学院大学〕
─ 8 ─
 近衛第三師団の編制
数回の改編や中国大陸への出動などの後、サイパン島失陥の事態に応じ
て、留守部隊や補充隊などによって新たに編制された近衛第三師団は、東
京周辺に駐留して教育練成をおこなっていたが、一九四四年十一月初旬、
その主力を九十九里浜沿岸地区に転移し、一宮・東金・八日市場・飯岡附
近で、上陸してきた米軍に対する防御陣地の骨幹を四五年一月下旬に完成
することを目指して作業した。しかし、四五年二月・三月に航空廠・兵器
廠・獣医材料廠などの重要な軍需品の防衛分散つまりは疎開のために、甲
府・北富士・八王子・赤羽附近で地下格納施設の構築作業を担当し、さら
に再度九十九里浜沿岸地区に進駐し、四月から六月末を目途に作戦諸準備
の完整をめざした(30)。また、近衛歩兵第五聯隊史によれば、近衛第三師
団通称範部隊は四五年二月、東日本の防衛の任にあたった第十二方面軍通
称幡部隊の隷下にあって実施した九十九里浜沿岸での陣地構築作業を一旦
停止し、三月中旬甲府や北富士へ移駐して各廠の軍需品防衛分散作業をお
こなった、としている(31)。部隊の通称名は、一九四〇年以降陸軍部隊に
対しておこなわれたもので、あわせて階級呼称も兵科すなわち歩兵とか騎
兵などを使用せず、階級のみとなったとされる(32)。一九四四年四月、出
動した近衛第二師団の留守部隊である留守近衛第二師団の各補充隊が基幹
となって、近衛第八聯隊・同第九・同第十聯隊となり近衛第三師団が編制
された(33)。
当時、第一総軍作戦主任参謀を務めた不破博によれば、防衛分散工事の
開始は四五年二月から三月にかけてで、兵器や燃料関係資材の対空分散を
中心におこなった、というが、そのためからか兵の訓練はほとんど無く、
装備は銃剣のみで小銃およびそれ以上の装備は甚だしく不足しており、機
動戦は困難でかろうじて沿岸陣地での戦闘が可能かもしれない(34)といっ
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た、状況だった。
一九四三年六月に動員完結した近衛第四聯隊補充隊(35)は、改編により
近衛歩兵第九聯隊（範三八二五部隊）となった(36)。上に一部触れたよう
に、師団司令部（範三八二一部隊）、近衛歩兵第八聯隊（範三八二四部隊）、
近衛歩兵第九聯隊（範三八二五部隊）、近衛歩兵第十聯隊（範二八二六部
隊）で近衛第三師団が編制された(37)。これらの近衛聯隊および近衛野砲
兵第三聯隊（範三八二八部隊）が近衛第三師団として「林」号演習のもと
房総地区で築城にあたった(38)。同師団担当部分だけで工事の経費は二五
二万円余だったが、鉄材もセメントも不十分だった(39)。
その後、上述の如く同師団は「林」号演習を中断して富士北麓などで軍
需品格納関連工事に従事することになり、四五年二月上旬には近衛歩兵第
八聯隊は吉田地区へ、同第九聯隊は甲府地区へ移駐した(40)。
 「イ」号演習
「イ」号演習は、東京および近傍において、中央の補給諸廠が実施した、
軍需品の分散格納のための作戦である(41)。近衛第三師団すなわち範部隊
はこれに協力して、師団の一割程度が房総地区で上述の「林」号演習のも
と陣地の構築・補修・監視にあたり、大部分は「イ」号演習に協力して関
係各補給廠と連携して軍需品の格納施設構築にあたった(42)。
北麓地域には、立川航空廠の作業に対し、師団から複数の作業班が派遣
され、吉田に駐屯して、第一班は上暮地で二個大隊および半個中隊で一本
四〇メートルの壕を二五本構築するものとされ、第四班は上暮地等に兵力
二個大隊で壕十本などの作業分担が定められた(43)。
下吉田の岳麓農工学校には野戦病院（FL）をおくこととされた(44)。患
者の収容能力は約六十名で、山梨県内には東山梨郡下の日下部にも FLが
同約五十名で設置されたが、輸送不能者や一ヶ月以上の療養を要するもの
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に限って収容すること、伝染病患者は収容しないこと、手術は各地方の病
院を利用すること、患者の後送は甲府陸軍病院におこなうことが指示され
た(45)。
下吉田には総計一七五七名の部隊が移駐し、学校関係では前出の岳麓農
工学校に四〇〇名、下吉田国民学校に二五〇名、下吉田青年学校に一〇〇
名、岳麓高等女学校に七〇名が収容され、地区の各公会堂、寺院、教会、
劇場、県の織物統制組合などにも兵が収容されることとなったほか、西桂
村の国民学校、寺院、公会堂に三一五名、福地村に学校、寺院、明治大学
学生寮、加えて富士浅間神社合わせて三〇〇名の収容が命令された。三地
区を合計すると二〇〇〇名を超える兵が富士北麓に展開したことにな
る(46)。駐屯地を通攬すると(47)、鉄道沿線よりも主要道路に沿った場所が
選択されたようである。
近衛第三師団の各聯隊のうち、史料上、「イ」号演習のもとで北麓に移
駐したことを確認できるのは、近衛歩兵第八聯隊（範三八二四部隊）およ
び近衛工兵第三聯隊（範三八二九部隊）である。近衛歩兵第八聯隊は、一
九四四年十月「林」号演習開始にともない一宮地区に進出、四五年一月
「イ」号演習により北麓へ移り、上暮地附近の山腹に地下壕を構築するこ
とが予定されたが、聯隊長などが作業予定地を事前に視察したところ、地
盤が固く鍬などは役に立たないことを知り、呆然として「しばし佇立」す
るほどで、また、実際に作業にあたると冬季の厳寒によって乗馬が転倒す
る事故も起った(48)、という。こうした困難を救ったのは地元の協力であ
ったが、この点は後述。
「イ」号演習の完了により、四五年三月、部隊は一宮にもどり、「林」号
演習のもとに復帰した(49)。
本土決戦体制における富士北麓の意義──「イ」号演習の展開と地域社会── 11
─ 11 ─
四 本土決戦体制下の富士北麓
 北麓社会の特質
本土決戦体制構築の直接的な影響がもたらされる以前、戦時下の富士北
麓は、農業を基本とする社会ではなかった。満州事変後、中国東北部に
「満州国」が関東軍の制圧下出現した後の昭和八（一九三三）年、富士北
麓の瑞穂、明見、福地三カ村合計で、農業従事者三一七九（男：二四一四、
女：七六五）人であったのに対し、工業従事者四〇九八（男：一七九六、
女：二三〇二）人、商業従事者一四九五（男：八五一、女：六四四）人と
なっていた(50)。一九四一年、農業関係のうち専業農家は三三一戸で半数
近くの一四八戸が小作農によって占められていた(51)。農業従事者が少数
であっただけでなく、耕地の狭小であったことなどにも影響され、米穀は
地域の需要の三分の一を生産するに過ぎなかった(52)。北麓における純然
たる農民の存在は、全く希薄だったのである。一方、工業の多くは、機業
従事者であったものと考えられる。一九三八年の機業戸数は二二六四戸あ
り、そのうち織機五台未満の小規模零細業者が二〇六〇戸を占めており、
織機は総数五八〇九台中力織機が五二八三台で、それらによって機を織っ
た職工は五六五二人中、男は二割に満たない九七九人で、大部分は女性で
四六七三人だった(53)。機業戸数は明治末から大正にかけて五〇〇〇戸か
ら六〇〇〇戸を超えており、一九三〇年頃までは五〇〇〇戸以上だったが
しだいに減少衰退し、総生産量は、一九四一年の四五五七万平方メートル
余を戦前最高に、一九四五年には約三五三万平方メートル、十分の一以下
に激減した(54)。
こうした変動の原因は、既述のように織機の供出があったほか、労働力
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としての男性の出征なども影響していたものと思われる。また、諸原料の
配給が滞ったこと、価格統制のもとで製品の販売が意の如くならなくなっ
たことなども報告されている。既述の如く同じ郡内地方でも大月など北都
留郡に比較して南都留では経営規模が零細であったことや、機業の展開の
みに注目すれば、明治後期の水力発電の登場によって導入された力織機の
存在が転機となって養蚕・製糸（座繰製糸）・織物の兼営から分業化へと
いう発展があったものの、そもそも機業生産が少なくとも開始された時点
では、農家の「農間余業」であったことなど、この地域における機織展開
の歴史的特質(55)にも影響されていた。一九四三年の瑞穂村では、絹織物
工場は従前の五割五分に縮減されて軍需生産工場に転換し、残存する絹織
物工場も各工場二台に織機が制限され、こうした状況の影響は、商業分野
にも波及し、翌四四年の北麓全体の絹織物販売業者には転廃業する者が多
数にのぼった(56)。
戦時体制の昂進は、機業の縮小衰退だけでなく、北麓社会にさまざまな
変化を生んだ。地域に警防団が組織され、消防部のなかに防空部が設けら
れ、明見村の家庭防火群は六八を数えた。同じく明見村では、本来行政の
担当であるはずの道路や橋梁の補修に、青年団・学校児童・道路愛護団が
動員され、大日本婦人会は、おそらく戦地向けと思われる梅干の生産にい
そしんだ。福地村では、富士浅間神社で応召兵士の祈願祭が執行され、駐
屯する陸海軍演習部隊への支援活動がなされた。一九四三年以降「共同炊
事共同託児所」が開設され、松根油の採取などがなされた。また、縁故疎
開の子どもや一九四四年九月からは東京からの国民学校児童の集団疎開が
総計五五〇人近くになった。
工業従事者が多く、金融業が活発で、都会との往来も頻繁におこなわれ、
いわば商品経済の浸透が他地域より顕著であった北麓の機業地帯は、行政
当局の観点からは、人々の生活が「比較的華美」で、ともすれば「花柳界
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等ノ享楽的方面頗ル発展シ金銭浪費ノ弊多」し、とされてきたが、そうし
た状況は一九四四年頃には上述のごとき変化と共に一変することとなっ
た(57)。
 「イ」号演習と北麓──「一億總特攻」
上述したように「イ」号演習は、軍中央の補給諸廠が実施した、軍需品の
分散格納のための動きである。演習と称しているが、作戦行動であったこ
とは間違いない。富士北麓との関係は、近衛第三師団すなわち範部隊が、
本土決戦に備えて房総半島でおこなっていた陣地の構築から、関係各補給
廠と連携して実施した軍需品の格納施設構築の一部が、北麓でおこなわれ
たことによって生じた。北麓地域には、立川航空廠の作業に対し、兵力約
二〇〇〇人が吉田地域に駐屯し、複数の作業班を構成して上暮地などで壕
の掘削作業をおこなった。上述の如く下吉田の岳麓農工学校には、野戦病
院まで整備された。
これも既述のように、北麓での作業は、偵察に訪れた部隊幹部が呆然と
して立ち尽くすほど、困難な条件のもとでおこなわれた。
しかしこうした隘路は、北麓の地域住民の援助・協力によって解消され
ることとなった。ひとつはおそらく自発的と思われる地域の建設業者によ
る、機材の提供と技術的助言であり、もうひとつは、おそらく強制的なあ
るいは無言の圧力による地域住民・学童の動員であった。
資材の提供などの中心となったのは、秋山徳次郎という人物である(58)。
かれは、明治二十三年九月に甲府盆地の西端、南アルプスの麓、御勅使川
の上流に所在した中巨摩郡源村に生まれ、大正十三年十一月、下吉田で土
木請負業を開業、のち下吉田町の町議ともなった地域の有力者で、日中戦
争期既に「岳麓地方の土木並に建築事業に専心し大に其の手腕を発揮し一
般の信望を高め当地方の大工事には関係せざるもの無」し、との評価を受
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けていた(59)。北麓での土木事業の経験が豊富であったことに加えて、か
れが軍の活動援助に積極的であった背景には、在郷軍人として地域の指導
的立場にあったことも影響していたものと考えられる。一九四三年当時、
秋山は瑞穂村が町制に改まって発足した下吉田町で、一年間ではあるが在
郷軍人分会分会長をつとめ、招魂祭・入退営帰還兵歓送迎会・戦没軍人の
町葬援助等を実施し、この年の在郷軍人分会は「常ニ国難突破ノ中心勢力
タリ」とされた(60)。彼は、戦後、こうした活動が祟っていわゆる公職追
放の憂き目を見た(61)。
現在、富士吉田市小明見の向原地区にある背戸山の南麓に、「一億總特
攻」なる語を刻んだ碑と地下壕の跡が存在する(62)。碑文は「範兵団長陸
軍中将林芳太郎」の筆跡で、碑文の内容によれば、皇紀二六〇五年従って
一九四五（昭和二十）年に範三八二四部隊すなわち近衛第三師団第八聯隊
によって洞窟様の壕が建設された。壕掘削の「工事担任部隊」として範三
八二四部隊、「同配属部隊」として第二八二九部隊すなわち近衛工兵第三
聯隊の名が刻まれている。さらに碑文には「協力民間団体」として「下吉
田町 明見村 忍野村 東桂村 西桂村 岳麓農耕学校 岳麓高等女学校
明見国民学校 西桂国民学校」とある。当時のことを知る地域住民の回
想(63)によれば、歩兵部隊が当地にやって来たのは一九四四年下期のこと
で、背戸山の裾のに横穴を掘削しそれによって生じた土で道路を造ったほ
か、山から松の木を切り出し穴の補強をおこなった。作業は重労働で若い
兵士たちは空腹と疲労に苛まれていたという。一九四五年初め、穴は完成
し飛行機の発動機が運び込まれた、という。疲労と空腹の中にいたのは、
兵士だけでなく学童も含めた地域住民も同様だったことは容易に想像でき
る。そうした労働が何の強制もなしにおこなわれたとは到底考えられない。
にもかかわらず、同じ回想によれば、地域住民は兵士たちに、毎日午前
一〇時と午後三時、茶と野菜や炒った大豆に砂糖を塗したりして供した。
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「この村から出征した我が子や知人親戚の人が何処かでこの御返しを受け
ているだろうからと思いたい」という切なる心情からでた行動であったと
いう。
小結
富士北麓地域は、近衛第三師団などによって一九四五年初めに実施され
た「イ」号演習関連作戦を通じて、東京を中心とする関東地方の本土決戦
体制に対し、深く組み込まれることとなった。千葉や茨城といった沿岸部
が、上陸してくる連合国軍を水際で撃滅するための陣地とされたのに対し、
富士北麓を含む山梨や関東平野の内陸部は、最前線部隊を支援するための
兵器等の生産、隠匿の役割を担った。
なかでも富士北麓は、連合国軍への有力な反撃手段と認識された航空戦
力の生産、格納の地とされ、たとえば航空機の発動機を隠匿するための洞
窟が構築され、またそれらの洞窟内で、発動機の特攻機用への改造などが
おこなわれた。
その様な軍の動きに対し、北麓社会は、否応無く同調し協力せざるを得
なかった。その背景には、この地域を伝統的な産業の面から支えていた、
機織・機業が、戦時体制の進昂によって縮小しまた破壊されたことにあっ
た。
北麓への本土決戦体制の波及は、北麓社会のこうした変化に最終的な痛
撃となった。北麓の多くの村落や年齢、性別を問わないさまざまな位相の
諸学校が、この地域での本土決戦体制構築に協力し、参加した。その真剣
な活動振りは、任務として北麓にやって来た軍のそれを、協力や援助の域
を超えて、指導、指教するものだった、と言ってもよかろう。そのことは、
近衛師団兵士への対応や地元土木業者の活動に表れている。
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近衛師団が残した碑に刻まれた「一億總特攻」は、本土決戦の第一線か
ら遠く離れた富士北麓の地の住民に対するメッセージであったと同時に、
水際陣地の構築に復帰しなければならない自身の、決意の再表明、自己確
認であった。
また、そうした農村地帯での住民(64)の高揚は、食料事情の余裕や都市
部に比較して空襲がそれ程激しくなかったことなどによっていたと思われ
るが、にもかかわらず、碑の文言は、北麓の人々に戦況の厳酷さを、教育
や宣伝からではなく、個々の身体を通じて、さとらせたに違いない。
注
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は、水島朝穂・大前治『検証防空法──空襲下で禁じられた避難』法律文化社、
二〇一四年、一六〜二四頁、参照。
（） 防衛庁防衛研究所戦史室『大本営陸軍部10昭和二十年八月まで』朝雲新聞社、
一九七五年、八〇頁。
（）『大陸指 第十三巻』「大陸指 第二千四百十九号 指示」昭和二十年二月十六
日参謀総長（防衛省防衛研究所図書館所蔵）。
（） 前掲『大本営陸軍部10昭和二十年八月まで』八一頁。
（）『国土築城実施要綱追補（案）』昭和二十年六月十七日大本営陸軍部（防衛省防
衛研究所図書館所蔵）。
（	） 防衛庁防衛研究所戦史室『本土決戦準備──関東の防衛』朝雲新聞社、一九
七一年、五〇三〜五〇四、六二一〜六二四頁。
（
）『富士「リ」号演習作業計画綴』昭和二十年度（防衛省防衛研究所図書館所蔵）。
（）『富士「リ」号演習作業計画綴』昭和二十年六月（防衛省防衛研究所図書館所
蔵）。
（）『富士「リ」号演習参考綴』（防衛省防衛研究所図書館所蔵）。
（10）『本土作戦記録 第二巻 第一総軍 昭和二一、一〇 第一復員局』（防衛省防
衛研究所図書館所蔵）。
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（11） 前掲『近代日本軍事力の研究』一三一〜一三三頁。
（12） 鈴木芳行『首都防空網と〈空都〉多摩』吉川弘文館、二〇一二年、四五頁。
（13） 富士吉田市史編さん室編『旧三カ村事務報告 明見村編』富士吉田市教育委員
会、一九八七年、一七八、一八四、一九〇頁。
（14） 小林菊三「航空廠時代の思い出」『つばさ 立川航空廠の青春回想とその後五
十年』新潟県航友会、一九九八年、三三〜三四頁。拙稿「富士箱根国立公園の開
設と陸軍演習場──ヤヌスまたは戦時下の軍事と自然──」『法学論集（山梨学
院大学）』七二・七三、二〇一四年三月、一一八から一二〇頁。
（15） 朝賀寅治「思い出」同前、六四〜六五頁。
（16） 佐藤元英・黒沢文貴編『GHQ歴史課陳述録──終戦史資料』下、原書房、二
〇〇二年、九九六頁。
（17）『生産組織疎開計画並ニ実施状況 昭和二〇・三 航空本部』「機体関係分散疎
開並ニ地下転移計画（案）昭二〇・二・六 陸軍航空本部 軍需省」、「航空機工
業秘匿工場並ニ地下工場急速建設要綱（案）昭二〇・三・七 陸軍航空本部 航
空兵器総局」（防衛省防衛研究所図書館所蔵）。
（18） 前田保治『折れた翼 立川陸軍航空廠ものがたり』けやき出版、一九九二年、
六五頁。
（19） 前田裕子『戦時期航空機工業と生産技術形成──三菱航空エンジンと深尾淳二
──』東京大学出版会、二〇〇一年、九二頁の表−による。
（20） 前掲『首都防空網と〈空都〉多摩』四八〜四九頁。
（21）『GHQ戦史課陳述書』七 原田貞憲「本土決戦に於ける航空機整備に関する陳
述」 原田貞憲・秋山紋次郎「陸軍航空機生産に関する陳述書」（防衛省防衛研究
所図書館所蔵）。
（22） 日本産業経済新聞社政経部編『全国模範工場視察記』「立川飛行機」、霞ヶ関書
房、一九四三年、一三頁。
（23） 山本潔『日本における職場の技術・労働史 一八五四〜一九九〇年』東京大学
出版会、二四二〜二四三、二七〇〜二七一頁。
（24） 前掲『戦時期航空機工業と生産技術形成』三四〜三五頁。
（25） 前川正男『中島飛行機物語』光人社、一九九六年、一九六頁等。ただし、疎開
物資の輸送やその格納場所などとして使用された壕の掘削に、軍の支援・指揮や
労働者の斡旋がおこなわれた例もあった。浅井国男「地震と疎開と爆撃」、川村
三千三「護国第六一二工場・・・川辺地下工場・・・」由比直一「被爆─疎開─
被爆」前掲『往事茫茫』三、菱光会、一九七一年、参照。三菱重工名古屋航空機
製造所（三菱飛行機）の場合、一九四三年後半から工場疎開の計画がたてられ、
軍需省の指導・主催による会議を重ねたが、疎開スケジュール自体は会社が立案
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し、東海軍の指導により地下工場の立地調査を複数個所おこなった、という。土
井守人「疎開工場より地下工場まで」『往事茫茫』一、菱光会、一九七〇年、五
一二頁。
（26） 前掲『戦時期航空機工業と生産技術形成』二〇五頁。
（27） 田口憲一「企業の歴史 霊峰富士とともに60年」『富士山とともに60年──富
士急行──』フジ・インターナショナル・コンサルタント出版部、一九六六年、
一五八頁。
（28） 富士吉田市史編さん室編『富士吉田市史』史料編第六巻、富士吉田市、一九九
三年、九一七〜九一八頁。三菱飛行機の工場が疎開した岡山の例では、会社や工
場だけでなく、その家族も疎開した、という。広瀬竹央「岡山建設事務所の思い
出」『往事茫茫』二、菱光会、一九七〇年、四六九頁。その他、三菱飛行機の長
野への疎開でも、各地からの疎開者が殺到し住宅や物資の確保が困難となり、県
との折衝も円滑に進捗しなかった、という。丹羽三郎「地震、空襲、長野疎開」
前掲『往事茫茫』三、三五八頁。当時、下吉田町に所在した武蔵航空吉田工場は、
一九四五年七月三〇日に受けた空襲で、十二名の死者を出した。そのほか北麓へ
の空襲は、同じく下吉田町に対し八月十三日にも記録されている。富士吉田市史
編さん委員会編『富士吉田市史』通史編第三巻、富士吉田市、一九九九年、七二
三頁。
（29） 前掲『富士吉田市史』史料編第六巻、九一六〜九一七頁。前掲『旧三カ村事務
報告 明日見村編』一八六頁。
（30） 以上は、『近衛第三師団状況報告／』「参謀長会同時ニ於ケル状況報告 昭
和二十年四月十九日 範第三八二〇部隊」（防衛省防衛研究所図書館所蔵）参照。
（31） 近衛歩兵第五聯隊史編集委員会編『近衛歩兵第五聯隊史』下、近歩五会、一九
九〇年、五九三〜五九四、六三四頁。
（32） 近歩三史刊行委員会編『近衛歩兵第三聯隊史』近歩三史刊行委員会、一九八五
年、八七〇頁。
（33） 近衛歩兵第五聯隊史編集委員会編『近衛歩兵第五聯隊史』下、近歩五会、一九
九〇年、五九三頁。
（34）「不破博」前掲『GHQ歴史課陳述録──終戦史資料』下、九九六、九九八頁。
（35） 宮崎繁樹『近衛歩兵第九聯隊概史』私家版、二〇〇二年、四頁。
（36） 同前、二二、一〇二頁。
（37） 同前、二二頁。前掲『近衛歩兵第五聯隊史』下、五九四頁。
（38） 前掲『近衛歩兵第九聯隊概史』六九頁。
（39） 同前、七六〜七七頁。
（40） 同前、九〇〜九一頁。
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（41）『近衛第三師団作命甲綴（其ノ一）』「範作命甲第三一号 範部隊命令 一月二
十七日」（防衛省防衛研究所図書館所蔵）参照。
（42） 同前。同前「範作命甲第三十号ニ基ク参謀長指示」（防衛省防衛研究所図書館
所蔵）。
（43） 同前「附図第二」、「別紙第一」（防衛省防衛研究所図書館所蔵）。
（44） 同前「附図第三」（防衛省防衛研究所図書館所蔵）。
（45）『近衛第三師団作命甲綴（其ノ一）別冊』「別冊 患者療養所開設等ニ関スル指
示 範部隊」（防衛省防衛研究所図書館所蔵）。
（46） 同前。
（47） 同前「吉田附近 宿営建物配置要図」（防衛省防衛研究所図書館所蔵）。
（48） 前掲『近衛歩兵第三聯隊史』八九八〜八九九頁。
（49） 同前、八九九頁。
（50） 富士吉田市史編さん委員会編『富士吉田市史資料叢書 12 近代統計編』富士
吉田教育委員会、一九九三年、四頁。農業に関しては、一九四一年時点で専業農
家三三一戸のうち自作七三戸、小作一四八戸で、半数近くは小作農であった。同
前、一八頁。一九四一年の人口は瑞穂村一六五一六（男：七九七二、女：八五四
六）人、明見村七六八九八（男：三三〇八、女：四三八一）人、福地村五一五五
（男：二四六〇、女：二六九五）人。同前、一〜三頁。
（51） 同前、一八頁。
（52） 前掲『富士吉田市史』史料編第六巻、九一七頁。
（53） 同前、九四頁。
（54） 同前。山梨県繊維工業試験場創立60周年記念事業協賛会編『郡内機業の歩み
──山梨県繊維工業試験場創立60周年を記念して──』山梨県繊維工業試験場創
立60周年記念事業協賛会、一九六五年、一七七頁。
（55） 前掲『旧三カ村事務報告 明見村編』一八〇頁。齋藤康彦『地方産業の展開と
地域編成』多賀出版、一九九八年、七〇〜一一七頁参照。同『転換期の在来産業
と地方財閥』岩田書院、二〇〇二年、一〇一〜一三六頁。
（56） 富士吉田市史編さん室編『旧三カ村事務報告 瑞穂村編』富士吉田市教育委員
会、一九八七年、一六六〜一六七、一七七頁。
（57） 以上の記述は、以下による。前掲『旧三カ村事務報告 明見村編』一八〇、一
八四、一八八、一九一頁。前掲『旧三カ村事務報告 福地村編』二三六、二三九
〜二四〇頁。前掲『富士吉田市史』史料編第六巻、九一七頁。
（58） 前掲『近衛歩兵第三聯隊史』八九九頁。
（59） 甲府興信所編『山梨人事興信録』三、甲府興信所、一九四〇年、一四一三頁。
（60） 前掲『旧三カ村事務報告 瑞穂村編』一七四頁。
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（61） 高野世夫編『山梨文化大観』山梨文化弘報会、一九五三年、二七六頁。ただし、
おそらく追放解除とともに、山梨県議会議員に当選し、商工委員などをつとめた。
流石喜久巳『私の山梨県議会録 富士北麓の政治家たち』喜山会、一九九七年、
四二六頁。前掲『山梨文化大観』二七六頁。
（62） 二〇〇一年六月十七日、二〇一六年九月十九日、現地調査。
（63） 舟久保兵部右ヱ門「戦中の思い出ぐさ」吉田空襲展実行委員会編『語り継ぐ戦
争体験 第10回吉田空襲展に寄せて』吉田空襲展実行委員会、一九九二年、六頁。
（64） この戦争への国民の支持・協力に関しては、荻野富士夫『「戦意」の推移──
国民の戦争支持・協力』校倉書房、二〇一四年、参照。
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